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親族編

本書の姉妹編

民法親族編の立法過程や判例の動向を正確に捉え、将来の実務の充実化のために著者独自の見解を詳述。さらに、今日的課
題である生殖補助医療や、離婚後の父母間の共同親権論・面会交流の原則実施論についても、著者独自の理論を展開。個人
主義中心の欧米一辺倒ではなく、コモンと間柄重視の日本伝来の生活文化に根差した、新たな家族法の確立を目指します。
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■好評発売中の『最新民法親族編逐条解説』（2021年８月・テイハ
ン刊）の姉妹編となる一冊。本書で完結となります。

■民法家族法分野の全条文及び関連事項について詳細に解説しなが
ら、最高裁判例はもとより、下級審の重要判例もピックアップ。
家族法関係の実体法や手続法の目下の問題意識についても指摘。

■巻末には、資料として、相続税関係、法務局の遺言書保管制度、
令和５年４月１日施行の所有者不明土地関係の民法等の改正を収
録。
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Ａ５判・３82頁・瀧　康暢・板倉太一　編著

　（株）民事法研究会

　2022年６月１日施行の改正公益通報者保護法に対応！　内部通報制度の導入が進まない中小企
業にも利用しやすくする配慮に加えて、第２版では、各企業において、今般の改正の趣旨を踏ま
えた適切な内部公益通報対応体制が整備できるよう、指針や指針の解説の定めにも対応！
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　抗癌剤、洗顔石鹸、医薬部外品・化粧品、カーステレオ等の「部品・原材料の製造業者」の責
任の有無の判断が分かれている裁判例を論点ごとに精緻に分析して、主張・立証活動の指針を示
すとともに、訴訟リスクに備える！

書籍のご案内

　第２版では、初版を使用した研修で自治体職員からの質問等を基にした徴収業務や取立訴訟などについてのＱ＆
Ａを追加するとともに、訴えの変更申立書や給料差押え禁止額を差し引いた預金債権の差押えの記載例等書式や記
載例も追加！　購入特典として、本書の理解を深めるための解説動画がＷＥＢで閲覧できるほか、書式のダウン
ロードも可能！
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滞納処分による給料・預金差押えと取立訴訟の実務
〔第２版〕

第１部 内部通報制度の現状と課題
第１章 内部通報制度とは

第２章 内部通報制度の意義と効用

第３章 内部通報制度の現状

第２部 公益通報者保護法の改正
第１章 改正の概要

第２章 指針および指針の解説の概要

第３部 内部通報制度の構築と運用

第１章 内部通報制度の位置づけ・必要性（有用性）

第２章 内部通報制度の設計・導入と運用上の留意点

第３章 内部通報取扱規程の整備

序 本書の構成

第１編 滞納処分による給料差押え

第２編 預金債権の差押え

第３編 裁判手続による差押債権の取立て

第４編 支払督促による差押債権の取立て

第５編 差押債権取立訴訟による取立て

第６編 裁判所の送達手続

第７編 第三債務者に対する強制執行

第８編 第三債務者の財産調査

第９編 書式

内部通報・内部告発対応実務マニュアル〔第２版〕
─リスク管理体制の構築と人事労務対応策Ｑ＆Ａ─

第４部 Ｑ＆Ａによる内部通報・外部通報（内部告発）・

公益通報と人事労務

第１章 内部通報制度の設計

第２章 内部通報に対する調査上の留意点等

第３章 通報に対する対応

第４章 通報者に対する人事措置上の留意点等

第５章 通報対象者への対応

第６章 外部通報（内部告発）・内部通報に関する裁判例

【参考資料】

判例整理：内部通報の正当性と懲戒処分等／指針／指針の解説

部品・原材料の製造物責任
─製造物責任の法理と製品製造を衰退させる判決の実情─

第１章 製造物責任法の施行後の動向

１ 製造物責任法の制定・施行後の動向／２ 債権法の改正（民法の改正）に伴う製造物責任法の改正／

３ 製造物責任法の施行後における裁判例の動向

第２章 製造物責任をめぐる最近の重大問題
第３章 製造物の欠陥と科学・技術水準、予見可能性、回避可能性の考慮

１ 欠陥判断の考慮事情の考慮の在り方と実務の実情／２ 製造物責任法の制定における審議と考慮事情の範囲・予見可能性等

３ 考慮事情と科学・技術水準、予見可能性等／４ 科学・技術水準、予見可能性等の考慮と公平性／５ 科学・技術水準の考慮の在り方

６ その他の当該製造物に係る事情と科学・技術水準／７ 設計・製造の実態と科学・技術／８ 製造物責任と過失責任との類似点・相違点 ほか

第４章 製造物の欠陥の判断の基準時

第５章 製品の設計・製造等の実態・実務と部品等の製造物責任
第６章 最終製品の製造業者等と部品等の製造業者等の求償関係 判例索引

本書を購入いただいた方のみ！
本書の理解を深めるための解説動画がＷＥＢで閲覧

できるほか、書式のダウンロードも可能！


